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１．平成１１年３月期の業績（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

（注）本決算短信（添付資料を含む）中の百万円単位の
（１）経営成績

表示金額は、百万円未満を切捨てています。

対前期 対前期 対前期
売 上 高 営業利益 経常利益

増減率 増減率 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

Ｈ11年３月期 ２５2，４９５ （△１4．１） △１0，４０４ （ ） △9，６２２ （ ）

Ｈ10年３月期 ２９3，９３２ （ △0．６） 8，９７５ （△５8．３） 8，３６２ （△４9．２）

対前期 １株当たり 潜在株式調整 株主資本 総資本 売上高
当期純利益 後１株当たり

増減率 当期純利益 当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

Ｈ11年３月期 △9，８７３（ ） △26 69 △6．７ △2．５ △3．８

Ｈ10年３月期 3，０２９（△６8．０） 8 19 2．０ 2．３ 2．８

平成11年３月期 ３６9，９２7，５８４株
（注）１．期中平均株式数

平成10年３月期 ３６9，９２7，５８４株

２．会計処理の方法の変更 ： 該当事項はありません。

３．平成11年３月期につきましては、税効果会計を適用しております。

（２）配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本
配当性向

中 間 期 末 （年間） 配当率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

Ｈ11年３月期 ３ ００ ０ ００ ３ ００ 1，１０９ 0．８

Ｈ10年３月期 ８ ００ ４ ００ ４ ００ 2，９５９ ９7．７ 2．０

（３）財政状態

１株当たり
総 資 産 株主資本 株主資本比率

株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

Ｈ11年３月期 ３７5，２３１ １４6，９５２ ３9．２ ３９７ ２５

Ｈ10年３月期 ３８8，１３１ １４9，９７１ ３8．６ ４０５ ４１

平成11年３月期 ３６9，９２7，５８４株
（注）１．期末発行済株式数

平成10年３月期 ３６9，９２7，５８４株

（額面株式、１単位の株式数 1，0００株）

２．有価証券の評価損益 １8，７１４百万円

３．デリバティブ取引の評価損益 1，５８６百万円



２．平成１２年３月期の業績予想（平成11年４月１日～平成12年３月３１日）

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 １３0，０００ 1，０００ ６００

通 期 ２９0，０００ 6，０００ 3，５００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）９円４６銭



当期及び次期の業績の概況

当期におけるわが国経済は、公共投資などの経済政策による下支え効果は一部に見られました

が、民間設備投資の落ち込みに加えて住宅投資が低迷し、個人消費も低水準に推移するなど、景

気は極めて厳しい状況が続きました。

海外においては、米国経済は、先行きに不透明感を示しながらも好調な個人消費に牽引されて

拡大を維持しました。欧州経済は、おおむね堅調に推移しましたが、期末にかけて減速感があら

われました。また、アジア経済は、底入れの兆しが出始めたものの依然として低迷状態が続きま

した。

当社の事業分野に関しては、映像及び眼鏡部門は、米国市場が順調に推移する一方、国内市場

は、消費需要の減退により市況は冷え込みました。また、機器部門も、企業収益の悪化などによ

る設備投資抑制の影響を受け、非常に厳しい状況が続きました。

このような状況の下で、当社は、市場動向を踏まえ、お客様のご要望に応じた製品の開発、市

場への投入に鋭意努めるとともに、効率的事業運営と収益性の改善を目指して、事業体制の再編

に取り組みました。さらには、全社を挙げて一層のコストダウン、経費の節減を実行してまいり

ました。しかしながら、国内及びアジア地域における消費需要の減退に加え、半導体市況低迷の

長期化により、半導体関連機器を中心とする機器部門の落ち込みが大きく、遺憾ながら、売上高

は２，5２４億９５百万円、前期比４１４億３６百万円（１4．１％）の減少となりました。加えて、

棚卸資産の整理や、不採算事業の再編促進に伴う引当損の計上などにより、９６億２２百万円の

経常損失、９８億７３百万円の当期純損失となりました。なお、当期より、税効果会計を適用し

ております。

また、売上高のうち、国内は３8．９％、輸出は６1．１％となり、国内の売上比率が低下いたし

ました。

映像部門

一眼レフカメラでは、フラッグシップ機「ニコン F5 」の操作性及び諸機能を継承した小型

・軽量の新製品「ニコン F100 」が市場で好評を博し、新写真システム（ＡＰＳ）に対応した

「ニコン プロネアS 」も大きな反響を呼び、初心者にも使いやすい「ニコン F60D パノラマ」

も順調に伸びるなど、売上げは増加しました。一方、交換レンズでは、超音波モーター内蔵レ

ンズのラインアップを充実し、販売数量は増加しましたが、低価格化の進行により売上減とな

りました。レンズシャッターカメラは、高性能３倍ズームレンズを搭載したＡＰＳ対応機「ニ

コン ニュービスS 」などの新製品の投入により、売上げを伸ばしました。デジタルカメラも
クールピクス

“デジタルカメラ・オブ・ザ・イヤー”をはじめ、多くの賞を受賞した「ＣＯＯＬＰＩＸ900 」、
クールピクス

その後継機「ＣＯＯＬＰＩＸ910 」を発売し、さらに、総画素数２１１万画素のＣＣＤを搭載
クールピクス

し、一層の高画質・高機能を実現した新製品「ＣＯＯＬＰＩＸ950 」も市場で好評裏に迎えら



れ、前期の実績を大幅に上回りました。また、フィルムスキャナでは、「ＬＳ－2000」、
クールスキャン
「ＣＯＯＬＳＣＡＮ III」が、高速・高画質の機能を評価され、売上増となりました。

この結果、当部門の売上高は９１９億３１百万円（前期比１0．４％増）となりました。

なお、当期より、機器部門から、デジタルカメラなどを当部門へ移管のうえ、部門名称を映

像部門に改称し、前期比の算出については、前期実績を新区分に組み替えて対比しております。

眼鏡部門

眼鏡レンズでは、近用累進焦点レンズの新製品「ニコンソルテスFP-III」を発売するととも

に、海外の販売拠点を拡充するなど、拡販に努めましたが、国内需要の落ち込みにより、売上

減となりました。眼科・眼鏡機器は、高速測定と簡単操作を実現した眼屈折測定機器「オート

レフラクトメータ Speedy-1」が、欧州、アジア市場において好評を得て、前期の実績を上回

りました。双眼鏡では、普及タイプの「アクション」及び「リビノ」の各シリーズが、米国市

場において好調に推移し、また、手軽に持ち出せるアウトドア向けの顕微鏡「ネイチャースコ

ープ ファーブル ミニ」などの新製品も売上増に貢献しました。

この結果、当部門の売上高は１６６億４百万円（前期比２．0％増）となりました。

機器部門

半導体関連機器では、国内外の各メーカーにおいて、デバイスの性能向上とチップサイズ縮

小化のための投資は継続したものの、増産投資については抑制する動きが一層強まり、市場環

境は厳しい局面が続きました。当社は、このような状況を踏まえて、新開発のレンズを搭載し、

次世代ＤＲＡＭやマイクロプロセッサーの量産に対応する第３世代のレンズスキャン型ステッ

パー（縮小投影型露光装置）「NSR-S203B 」を開発し、受注を開始するとともに、既存機種に

おいては、ｉ線方式の「NSR-2205i14E」及びエキシマステッパー「NSR-2205EX14C 」の拡販に

傾注いたしました。さらに、ＥＢ（電子ビーム）ステッパーの電子光学系の開発など、将来技

術に向けた研究開発を積極的に実施し、生産体制の整備、コストダウン、納期短縮にも努めま

した。液晶用露光装置では、スループットをさらに向上させた「FX-701M 」を発売したものの、

国内の液晶パネルメーカーの設備投資抑制が続き、売上げは減少しました。また、半導体検査

機器では、売上げが同様に落ち込む中で、競争力のある製品の、より効率的な開発・販売を目

指し、事業の再編を実施しました。半導体関連機器全体としては、各製品とも販売が低迷した

結果、前期の実績を大幅に下回りました。

顕微鏡・測定機では、生物顕微鏡は、海外サービス拠点の設置など、拡販策を展開するとと

もに、米国市場が好調に推移したことにより、国内の減少分を海外市場が補い、前期比微増と

なりました。一方、工業用顕微鏡では、遠紫外レーザを光源に用いた外観検査システム

「LU2000-DUV」などの新製品を市場に投入したものの、半導体関連市場の低迷の影響を受け売
ネクシブ

上減となり、また、測定機も、より大型の被検物測定に対応する画像測定システム「NEXIV VM

-1000N」を加え、販売促進に努めましたが、国内における工作機械業界の設備投資意欲が冷え

込み、前期の実績を下回りました。



測量機は、基本性能を向上させたトータルステーション「DTM-500 」シリーズをはじめ、多

くの新製品を発売しましたが、国内では土木・建設市場の低迷、海外では価格競争激化の影響

を受け、それぞれ売上減となりました。また、新規事業分野では、超音波アクチュエータを応

用したカード発券機を新たに販売するとともに、超小型・高画質・高機能の赤外線ＣＣＤカメ
レアード

ラ「LAIRD-S270」が好調に推移しました。

これらの結果、当部門の売上高は１，4３９億６０百万円（前期比２５．9％減）となりました。

今後の見通し

今後につきましては、景気後退が続くアジア経済をはじめ、減速傾向があらわれた欧州経済、

また、米国経済の先行きがそれぞれ懸念されるとともに、わが国経済も民間需要が依然停滞して

おり、景気の早期回復は期待できず、さらに、半導体市況の動向も憂慮されるなど、当社を取り

巻く経営環境は、引き続き極めて厳しいものと考えられます。

当社といたしましては、このような状況下において、グループ全体として、収益性の改善を最

優先課題として、損益分岐点の引き下げ、各事業部門における競争力のある製品の迅速な開発及

びタイムリーな市場投入、不採算事業の再編促進、管理間接部門のスリム化などを強力に推し進

めてまいる所存でございます。

なお、平成１２年３月期の業績は、売上高２，9００億円（前期比１4．９％増）、経常利益６０

億円、当期純利益３５億円を予想しております。

配 当 政 策

当社は従来より、安定的な配当を基本としつつ、当該期の業績及び将来の見通しのほか、企業

体質の強化及び今後の事業展開に係る研究開発投資や設備投資なども勘案して、株主の皆様への

利益還元に努めてまいりました。

当期（平成１１年３月期）は国内及びアジア地域における消費需要の減退に加え、半導体機器

分野における設備投資抑制の動きが一層強まるという状況の下で、市場動向を踏まえた新製品の

開発、効率的事業運営と収益性の改善を目指して事業体制の再編に取り組みましたが、誠に遺憾

ながら前期に比べて減収、当期純損失の計上となりました。

また、当期より「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」等の一部改正（平成

１０年１２月２１日公布）を契機として税効果会計を適用しており、それに基づく過年度税効果

調整額等の計上により、未処分利益は３４億８２百万円となりました。

当期の配当につきましては、中間配当は遺憾ながら実施を見送らせていただきましたが、期末

配当は前期期末配当より１円減の３円とさせていただきたく存じます。



「コンピュータ西暦２０００年問題」への対応状況等について

１．対応状況等

（１）取組方針

「コンピュータ西暦２０００年問題」は、社会に多大な影響を及ぼす危険性を含んでお

り、当社は、お客様への対応や事業活動そのものの継続性の観点から経営上の重要課題

と位置付け、ニコングループを挙げて「西暦２０００年問題」への対応を推進しており

ます。

（２）取組体制

主要な当社製品及び業務システムに関しては、１９９６年後半から、事業部門及びシス

テム部門で取り組んでまいりました。さらに、システム部門担当常務を委員長とする

「西暦２０００年問題対策委員会」を設置し、ニコングループ全体の業務システムや製

造設備、通信設備等について、きめ細かく推進できる体制を構築しております。

（３）対応の進捗状況

１ 当社製品

当社主要製品については、販売済の製品を含め「西暦２０００年問題」に関する調査

及び対策は、ほぼ完了しております。

２ 業務系システム

事務系、技術系ともに「西暦２０００年問題」のための修正及び再構築を終えており、

本年６月末までに模擬テストを完了する予定です。

３ 製造設備、通信設備等

通信関係は、調査を完了しており、「西暦２０００年問題」の影響を受けないものと

考えております。製造関係は、本年６月末までに購入先への調査及び対応状況の確認

を行い、必要に応じて対策を実施する予定です。また、タイマー機能を使用している

設備に関しては、本年６月末までに模擬テストを完了する予定です。

４ 納入業者

本年５月末までに各社の「西暦２０００年問題」対応状況を確認し、当社の製造、販

売等への影響を検証いたします。

２．対応のための支出金額等

１９９６年以来、各種情報システムの再構築及び改善に併せて「西暦２０００年問題」に

対応しているため、明確に区分することはできませんが、個別費用としては、今までに約

１億円を支出しており、今後は約５千万円の支出を見込んでおります。これらの費用が今

後の当社の業績に重大な影響をもたらすことはないと考えております。

３．危機管理計画等

不測の事態の発生に備え、本年６月末までに、原状回復のためのバックアップ作業、トラ

ブル発生時の指揮系統や連絡網の作成、関連先との緊急時の対応措置等を中心とした、危

機管理計画を策定する予定です。



比 較 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

資 産 の 部

年 度 当 期 前 期
（平成11年３月31日現在） （平成10年３月31日現在） 増 減

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 （△は減）

％ ％
流 動 資 産 ２３5，３６０ 62．7 ２５5，５７７ 65．8 △２0，２１６

現金預金 １0，１３０ 6，５２１ 3，６０８
受取手形 3，６０１ 5，４９１ △1，８９０
売掛金 ７0，３４６ ９6，３６０ △２6，０１４
有価証券 １9，３７９ １7，２８３ 2，０９６
自己株式 ３ ４ △０
製品 ３4，９６４ ３7，２１７ △2，２５２
半製品 ３１３ ２７９ ３４
原材料 ６８ ８９ △２０
貯蔵品 3，２６５ 2，８９４ ３７０
仕掛品 ６3，６１７ ６8，０１９ △4，４０２
繰延税金資産 １0，８３９ １0，８３９
短期貸付金 １8，２７６ １6，５２０ 1，７５５
未収入金 7，２７５ 5，６８５ 1，５８９
その他流動資産 1，０８０ 1，１９９ △１１８
貸倒引当金 △7，８０２ △1，９９１ △5，８１１

固 定 資 産 １３9，８７１ 37．3 １３2，５５４ 34．2 7，３１７

有形固定資産 ６4，４２５ 17．2 ６4，７７８ 16．7 △３５３
建 物 ２1，４５９ １9，２３７ 2，２２２
構築物 1，３３９ 1，２８８ ５０
機械装置 ２1，３７６ ２2，０３０ △６５４
車輛運搬具 ６５ ８５ △１９
工具器具備品 7，５４１ 7，５３１ １０
土 地 8，９２５ 8，８４９ ７６
建設仮勘定 3，７１６ 5，７５６ △2，０３９

無形固定資産 ９５９ 0．3 1，１６２ 0．3 △２０２
借地権 ９８ ９８
工業所有権 ６８０ ８８２ △２０１
施設利用権 １８０ １８１ △０

投資等 ７4，４８５ 19．8 ６6，６１３ 17．2 7，８７２
投資有価証券 ３6，７１２ ３2，９７７ 3，７３４
子会社株式 １8，７２１ １8，４７４ ２４７
子会社出資金 1，０８２ 1，０８２
長期貸付金 1，００４ 2，５７６ △1，５７２
敷金等 2，９８０ 3，２６０ △２８０
長期前払費用 7，７６８ 6，９７２ ７９６
長期繰延税金資産 4，９４３ 4，９４３
その他の投資 1，２７３ 1，３０４ △３１
貸倒引当金 △３５ ３５

合 計 ３７5，２３１ 100．0 ３８8，１３１ 100．0 △１2，８９９



（単位：百万円）

負 債 及 び 資 本 の 部

年 度 当 期 前 期
（平成11年３月31日現在） （平成10年３月31日現在） 増 減

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 （△は減少）

％ ％
〔負債の部〕 ２２8，２７９ 60．8 ２３8，１５９ 61．4 △9，８８０

流 動 負 債 １３9，５２２ 37．2 １５3，５５９ 39．6 △１4，０３７

支払手形 7，２６１ ３5，３１７ △２8，０５６
買掛金 ３5，９９３ ２5，０７３ １0，９２０
短期借入金 ３5，８７２ ２2，２３０ １3，６４２
コマーシャルペーパー ３2，０００ ４0，０００ △8，０００
一年内償還社債 １0，０００ １0，０００
未払金 1，９２４ 1，８４７ ７７
未払事業税等 ７８２ △７８２
未払法人税等 ２１ 1，７１５ △1，６９３
未払費用 １2，９１４ １3，４４２ △５２７
前受金 ９２５ ２６８ ６５７
預り金 1，２８３ 1，４８４ △２０１
製品保証引当金 1，３２４ 1，４００ △７５

固 定 負 債 ８8，７５７ 23．6 ８4，６００ 21．8 4，１５７

社 債 ８0，０００ ８0，０００
長期借入金 8，７５７ 4，６００ 4，１５７

〔資本の部〕 １４6，９５２ 39．2 １４9，９７１ 38．6 △3，０１９

資 本 金 ３6，６６０ 9．8 ３6，６６０ 9．4

法定準備金 ５6，８７４ 15．2 ５6，７２４ 14．6 １５０
資本準備金 ５1，９０９ ５1，９０９
利益準備金 4，９６４ 4，８１４ １５０

剰 余 金 ５3，４１６ 14．2 ５6，５８６ 14．6 △3，１６９
研究積立金 2，０５６ 2，０５６
退職慰労積立金 ６６９ ６６９
海外投資等 ２ ６ △３
損失準備金

特別償却準備金 ２７ ２７
買換資産圧縮積立金 1，９６７ 3，５３１ △1，５６４
別途積立金 ４5，２１１ ４5，２１１
当期未処分利益 3，４８２ 5，１１２ △1，６２９
（うち当期純利益 （△9，８７３） （ 3，０２９） （△１2，９０２）
又は純損失（△））

合 計 ３７5，２３１ 100．0 ３８8，１３１ 100．0 △１2，８９９



比 較 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

当 期 前 期
自 Ｈ10年４月１日 自 Ｈ９年４月１日 増 減

科 目 至 Ｈ11年３月31日 至 Ｈ10年３月31日
（△は減少）

金 額 百分比 金 額 百分比

営 業 収 益 ％ ％

営 売 上 高 ２５2，４９５ 100．0 ２９3，９３２ 100．0 △４1，４３６
業
損 営 業 費 用

経 益
の 売 上 原 価 １９9，９０８ 79．2 ２１0，６１２ 71．7 △１0，７０４

常 部 販売費及び一般管理費 ６2，９９１ 24．9 ７4，３４３ 25．3 △１1，３５１

損 営業利益又は損失 （△） △１0，４０４ △4．1 8，９７５ 3．1 △１9，３８０

益 営 業 外 収 益
営

の 業 受取利息・配当金 4，４４６ 1．8 2，０５７ 0．7 2，３８８
外 雑 益 金 5，７１１ 2．3 4，９１４ 1．7 ７９７

部 損
益 営 業 外 費 用
の
部 支払利息・割引料 3，９３２ 1．6 3，８４９ 1．3 ８３

雑 損 金 5，４４４ 2．2 3，７３５ 1．3 1，７０９

経常利益又は損失 （△） △9，６２２ △3．8 8，３６２ 2．8 △１7，９８５

特 別 利 益

特 固定資産売却益 2，２６０ 0．9 ３４ 0．0 2，２２６
投資有価証券売却益 ２９２ 0．1 ３８１ 0．1 △８８

別 貸倒引当金戻入益 1，１８０ 0．5 1，１８０

損 特 別 損 失

益 固定資産除却損 ８５４ 0．3 ３５５ 0．1 ４９８
固定資産売却損 ４ 0．0 ２２ 0．0 △１７

の 投資有価証券売却損 ２３３ 0．1 ４９２ 0．2 △２５８
従業員早期退職加算金 2，２７６ 0．9 2，２７６

部 子会社等貸付金 7，１５５ 2．8 7，１５５
貸倒引当金繰入額

子会社等株式評価損 ５８１ 0．2 ５８１
子会社整理損 １８９ 0．1 △１８９

税引前当期純利益又は純損失（△） △１6，９９４ △6．7 7，７１９ 2．6 △２4，７１３
法人税及び住民税 4，６９０ 1．6 △4，６９０
法人税、住民税及び事業税 ３０７ 0．1 ３０７
法人税等調整額 △7，４２８ △2．9 △7，４２８

当期純利益又は純損失 （△） △9，８７３ △3．9 3，０２９ 1．0 △１2，９０２

前期繰越利益 3，５５５ 3，７１０ △１５５
過年度税効果調整額 8，３５４ 8，３５４
税効果会計適用に伴う 1，４４７ 1，４４７

積立金等取崩高
中間配当額 1，４７９ △1，４７９
利益準備金積立額 １４７ △１４７
当期未処分利益 3，４８２ 5，１１２ △1，６２９



貸借対照表及び損益計算書についての注記

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 移動平均法による原価法によっております。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 仕掛品については個別法による原価法、その他

は総平均法による原価法によっております。

（３）有形固定資産の減価償却方法 原則として、法人税法に規定する方法と同一の

基準により実施し、定率法を適用しております。

なお、技術革新が著しく、早期の経済的陳腐化

が見込まれる一部の有形固定資産について、会

社所定の見積耐用年数により、定率法を適用し

ております。

また、建物（附属設備を除く）については、当

期から平成１０年度の税制改正により耐用年数

の短縮を行っております。この変更による影響

額については軽微であります。

（４）繰延資産の処理方法 試験研究費及び社債発行費は支出時に全額費用

として処理しております。

（５）引当金の計上基準

・ 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えて、個別の債権

については回収可能性を検討し回収不能見込額

を、残りの債権については過去の貸倒経験率に

より計上しております。

従来、貸倒引当金については、個別の債権につ

いては回収可能性を検討し回収不能見込額を、

残りの債権については法人税法の規定に基づく

法定繰入率による引当限度額を計上しておりま

したが、平成１０年度の税制改正を契機として

当期より残りの債権については過去の貸倒経験

率により計上する方法に変更しております。

この変更により、従来の方法に比べ、特別利益

が７０６百万円増加し、税引前当期純損失は同

額減少しております。

・ 製品保証引当金 一定期間無償修理を行う旨の約定がある製品に

対する修理費に充てるため、売上高基準により

計上しております。

（６）リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。



（７）消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

（８）税効果会計の適用 当期より「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則」等の一部改正（平成10年12月

21日公布）を契機として、税効果会計を適用し

ております。

この変更により、税効果会計を適用しない場合

に比べ、当期純損失が７，4２８百万円減少し、

当期未処分利益は１7，２２９百万円増加してお

ります。

２．有形固定資産の減価償却累計額 当 期 前 期

１１6，９５１百万円 １０9，２１４百万円

３．保証債務等 当 期 前 期

・ 保 証 債 務 ３5，４８６百万円 ３3，９３２百万円

・ 輸出手形割引高 ２3，４５９百万円 ２7，１７４百万円

４．自己株式の数 当 期 前 期

2，４０７株 3，２８１株

５．リース取引

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

当 期 前 期
「備品等」

１ 取得価額相当額 １1，０７２百万円 １3，２１６百万円

減価償却累計額相当額 4，７３１百万円 6，７１７百万円

期末残高相当額 6，３４１百万円 6，４９９百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 2，１８１百万円 2，３１５百万円

１年超 4，１５９百万円 4，１８３百万円

（合 計） （6，３４１百万円） （6，４９９百万円）

３ 支払リース料（減価償却費相当額） 2，８２２百万円 2，５７２百万円

※ ・ 上記の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、支払利子込み法に

よって算定しております。

・ 減価償却費相当額の計算は定額法によっております。

（２）オペレーティング・リース取引

未経過リース料 当 期 前 期

１年内 ５２５百万円 百万円

１年超 ８７５百万円 百万円

（合 計） （1，４００百万円） （ 百万円）



比 較 利 益 処 分 案

（単位：百万円）

当 期 前 期
摘 要

自Ｈ10年４月１日 自Ｈ９年４月１日
至Ｈ11年３月31日 至Ｈ10年３月31日

当期未処分利益 3，４８２ 5，１１２

海外投資等損失準備金取崩額 ０ １

特別償却準備金取崩額 ３

買換資産圧縮積立金取崩額 １２０ １３９

合 計 3，６０７ 5，２５２

これを次のとおり処分いたします。

利 益 準 備 金 １１１ １５０

株 主 配 当 金 1，１０９ 1，４７９

（１株につき） （３．0円） （４．0円）

役 員 賞 与 金 ２０

（うち監査役分） （ ） （ ２）

買換資産圧縮積立金 1，０１６

特別償却準備金 ４７

次期繰越利益 1，３７０ 3，５５５

合 計 3，６０７ 5，２５２

（注） 海外投資等損失準備金、特別償却準備金及び買換資産圧縮積立金は、租税特別

措置法の規定に基づいたもので、税効果会計考慮後のものであります。



品 目 別 売 上 高

（単位：百万円）

当 期 前 期
部 門 品 目 自 Ｈ10年４月１日 自 Ｈ９年４月１日 前 期 比

至 Ｈ11年３月31日 至 Ｈ10年３月31日

映 像 カ メ ラ ９1，９３１ ８3，２６３ １１0．４％

（ 36．4％） （ 28．3％）

眼 鏡 眼鏡製品 １6，６０４ １6，２８４ １０2．０％

（ 6．6％） （ 5．6％）

半導体関連機器 １０9，３８７ １５7，２７５ ６9．６％

（ 43．3％） （ 53．5％）

顕微鏡・測定機 ２1，３４８ ２3，６８４ ９0．１％

（ 8．5％） （ 8．0％）
機 器

測量機他 １3，２２４ １3，４２３ ９8．５％

（ 5．2％） （ 4．6％）

小 計 １４3，９６０ １９4，３８３ ７4．１％

（ 57．0％） （ 66．1％）

計 ２５2，４９５ ２９3，９３２ ８5．９％

（ 100．0％） （ 100．0％）

国 内 ９8，２６１ １２8，３００ ７6．６％

（ 38．9％） （ 43．6％）

輸 出 １５4，２３４ １６5，６３１ ９3．１％

（ 61．1％） （ 56．4％）

（注） 当期より、デジタルカメラ、フィルムスキャナ等を機器部門（測量機他）からカメラ
部門へ移管のうえ、同部門の名称を映像部門に改称し、前期実績を新区分に組み替え
て対比しております。



有 価 証 券 の 時 価 等

（単位：百万円）

当 期 （平成11年３月31日現在） 前 期 （平成10年３月31日現在）
種 類

貸借対照表 時 価 評価損益 貸借対照表 時 価 評価損益
計上額 （△は損） 計上額 （△は損）

１）流動資産に
属するもの

株 式 13，666 21，390 7，724 15，573 26，797 11，224

債 券 － － － 140 145 5

その他 576 447 △128 576 441 △134

小 計 14，243 21，838 7，595 16，289 27，384 11，094

２）固定資産に
属するもの

株 式 32，112 43，231 11，119 31，325 43，405 12，079

債 券 － － － － － －

その他 － － － － － －

小 計 32，112 43，231 11，119 31，325 43，405 12，079

合 計 46，355 65，070 18，714 47，615 70，789 23，174

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

１ 上場有価証券 主に東京証券取引所の最終価格によっております。

２ 店頭売買有価証券 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

３ 非上場の証券投資信託 基準価格によっております。
の受益証券

４ 非上場債券の時価又は時価相当額については、日本証券業協会が発表する公社債店頭
基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定した価格によっております。

２．株式には自己株式を含んで表示しております。

なお、評価損益は次のとおりです。
当 期 前 期

（流動資産） △０百万円 △０百万円

３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額
当 期 前 期

（流動資産）・ 残存償還期間１年以内の １４０百万円 百万円
非上場内国債券

・ 買現先の譲渡性預金証書 5，０００百万円 ９９７百万円

（固定資産）・ 店頭売買株式を除く非上場株式 ２3，２７２百万円 ２0，０６２百万円
（うち関係会社株式） （18，998百万円） （18，803百万円）

・ 貸付信託受益証券 ５０百万円 ６４百万円



デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連
（単位：百万円）

当 期（平成11年３月31日現在） 前 期（平成10年３月31日現在）
区
種 類 契約額等 契約額等

分 時 価 評価損益 時 価 評価損益
うち１年超 うち１年超

市以 為替予約取引
場外
取の 売 建
引取 米ドル 2，590 － 2，695 △105 546 － 547 △0
引

（注）１．時価の算定方法

期末の為替相場については先物相場を使用しております。

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額

が確定している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されてい

るものについては、開示の対象から除いております。

金利関連
（単位：百万円）

当 期（平成11年３月31日現在） 前 期（平成10年３月31日現在）
区

種 類 契約額等 契約額等
分 時 価 評価損益 時 価 評価損益

うち１年超 うち１年超

市
場
取 金利スワップ取引
引
以 （受取固定・支払変動） 50，000 30，000 2，919 2，919 60，000 50，000 3，760 3，760
外
の （支払固定・受取変動） 40，000 20，000 △ 1，227 △ 1，227 40，000 40，000 △ 1，349 △ 1，349
取
引

合 計 90，000 50，000 1，692 1，692 100，000 90，000 2，411 2，411

（注）１．スワップ取引に係る契約額等の欄の金額は想定元本であり、この金額自体がデリバティブ取引に

係る市場リスク量又は信用リスク量を示すものではありません。

２．時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

役 員 の 異 動

平成１１年５月１０日発表の通り。

以 上




